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１． はじめに

近年の少子高齢化の進行に伴い，我が国の財政状況は ，

さらに厳しいものとなっている．そのような状況の中，

社会資本整備においても限られた財源を有効に活用して

いくことが至上命題とされてきており，効率的，効果的

な社会資本整備が進められてきた．しかし，「効率性」の

みを追求した社会資本整備では，投資効率性が相対的に

低い地方部の社会資本整備の必要性は疑問視されるケー

スが多くなり，地方生活圏においては，社会資本整備が

進まず，社会資本の整備水準に関する地域間格差はさら

に拡大するこが予想される．そのような中，都市部も地

方部も含めた地域全体が格差を抑制しながら発展してい

くためには，従来の「効率性」の視点に加えて，「公平性 」

の視点から社会資本整備評価を行っていくことが不可欠

である．

さて，我が国の社会資本整備評価において「公平性」

の議論は，客観的あるいは理論的な公平基準に基づいた

地域間格差についての議論が一般的であり 1)，人々が主

観的に感ずる「主観的」あるいは「心理的」な公平性に

ついては十分に議論されてきたとは言い難いものと思わ

れる．しかし，人々が感じている心理的な公平性は，国

土計画を考える上で，重要な要素の一つであると考えら

れる．

このような背景の下，本研究では，今後の地域間公平

性のあり方を考えるための基礎的な知見を得ることを目

途として，公平性に関する社会心理学理論を援用しつつ，

人々が社会資本整備の地域間格差の問題を主観的にどの

様に捉えているのかを分析することとした．

２． 公平性についての社会心理学

(1) 分配的公正研究

社会心理学における分配的公正研究は，人々が，公正
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に関心を抱き，何が公平で何が不公平かという原理に応

じて自分の感情や行動を形成することを示している．こ

の原理に関して，Deutsch(1975)2)は ，「人の貢献」による

配分である equity(衡平性)，「平等」であるように配分す

ることである equality(平等性)，「人の必要性」に応じて

配分することである need(必要性)の３つの原理を示し，

人々は，分配する状況や性質により，これらの原理を使

い分けると指摘している．ついては，本研究では，都市

と地方の地域間格差を考えるにあたり，これら3原理の

主観的な分配的公正感を測定し，分析することとした．

(2) 公平性の主体についての検討

公平性の問題を考える場合において，その「主体」と

してどの様なもの想定するのか，という点は極めて重要

である．言うまでもなく代表的な主体は「個人」である

が，人々は必ずしも個人だけを主体と見なしているわけ

ではない．事実，寺田・唐沢(2006)3)は，人々が「集団」

をまとまった社会的存在として認識していることを社会

的認知研究から指摘している．この点を踏まえるなら，

人々の心理的公平性は，複数の「集団」の間に想定され

うるものと考えられる．それ故，都市部と地方部の公平

性の議論は，一個の主体として「個人」を想定する場合

と，一個の主体として「地域」を想定する場合とがあり

得ると考えられる．すなわち，人々は，「都市の個人」

と「地方の個人」の間の公平性を論ずることもあれば，

「都市という地域」と「地方という地域」の間の公平性

を論ずることもあると考えられる．ついては，本研究で

は，公平性を論ずる主体として「個人」と「地域」の双

方を想定して，人々の公平性を測定することとした．

(3) 本研究の検証課題

これまでの社会資本整備における公平性に関する議

論に上述した公平性における社会心理学を当てはめてみ

ると，equity(衡平性)や equality(平等性)についての議論に

関して行われてきたと考えることが出来る 1)．しかし，

人々は，社会資本が無くて困っている地域や社会資本を

痛切にのぞんでいる地域に公共投資をするべきという

need(必要性)の問題だと考えている可能性も十分に考え

られる．またこれまでは，特に市場理論を主体とする経

済学に基づく議論の中では，個人を主体として公平性を



議論することがしばしばであったと考えられるが 1)，一

般の人々は，地域間格差の問題を，「地域を主体とした問

題」と捉えていることもあり得ると考えられる．

ついては本研究では，以上の想定（すなわち，人々は

地域間公平性の問題を，equityや equalityの問題としてだ

けでなくneedの問題として，個人の問題としてだけでな

く地域の問題として捉えているという想定）に実証心理

学的な妥当性があるか否かを検討することとし，そのた

めに一般の人を対象としたWeb形式のアンケート調査

を実施した．調査の詳細に関しては，以下で詳述する．

３．調査方法

(1)調査対象

本調査では，様々な規模の都市住民の地域間格差問題

についての意識を調査するため，東京都，政令指定都市

(大阪，名古屋，札幌，仙台，福岡)，人口20万～50万の

都市，人口 5万以下の都市の4つの都市を調査対象地と

した．そして，それぞれの都市において各104名，合計

416名(男性208名，女性208名，平均年齢 36.9歳，平均

居住年数20.17年，平均同居人数 2.95人)の回答を得た．

(2)調査内容

本研究では，人々が地域間格差問題についてどの様な

公平性に配慮しているのかを検討するにあたって，1）

地方部への公共投資への賛意（以下，地方の公共投資賛

成度）を測定する一方，2）都市と地方との間の複数種の

（不）公平意識を測定し3）前者を従属変数，後者を説

明変数とする回帰分析を行い，4）回帰係数を比較するこ

とを通じて，いずれの種類の公平感に人々が配慮してい

るのかを考察することとした．

ここに，都市と地方の間の不公平感の尺度の設定にあ

たり，本調査では，人々が「都市と地方の間の不公平を

解消すべし」と考えるのは，1）「不公平が解消されるべ

きものである」と考える心理傾向（以下，不公平の解消

動機）が存在すると共に，2）「不公平が存在している」

と考える心理傾向（以下，不公平の存在認知）が存在し

ていることが必要であると考えた．そのため，本研究で

は，各公平原理について「不公平の解消動機」「不公平の

存在認知」を測定し，それらの積を求め，これを「人々

が都市と地方の間に存在する不公平を解消すべしと考え

る意識」（以下，不公平の解消意識）と見なすこととし

た．そして，この「不公平の解消意識」は，「個人」「地

方」の双方の主体に関して，そして，need , equity, equality
の3種の分配的公正感のそれぞれについて測定した．す

なわち，「個人 inequity解消意識」「地域 inequity解消意識 」

「個人 inequality解消意識」「地域 inequality解消意識」「個

人need解消意識」「地域 need解消意識」の 6種類（=2(個

人/地域)×3(equity/equality/need)）の尺度を測定した．

なお，「地方の公共投資賛成度」に影響を及ぼす，公

平意識以外の心的要因を探索的に調査するために，以下

の項目についても項目を設定した．1)「経済的」な合理

性に基づいた社会資本整備に対する人々の意識を示す

「経済合理性」，2)人々が社会資本整備を国土計画の一環

として捉えているかを示す「国土計画配慮傾向」，3)人々

が地方に経済以外の何らかの価値を見出している程度を

示す「地方に対する経済以外の価値認知」，4)人々が公共

事業のあり方を決定する際に先祖や子孫に配慮する程度

を示す「現住民による民主主義志向傾向」，5)人々の行政

への信頼の程度を示す「行政への信頼」，6)人々の将来に

対する見通しを示す「不確実性・時間的展望」，7)人々が

今日の地方の衰退を地方の責任だと捉えているかを示す

「地方衰退の自己責任認知」，8)それぞれの社会問題への

認知の程度を示す「東京人口集中問題の認知」「地方部疲

弊問題の認知」，9)人々が社会資本整備は社会問題の改善

に繋がるという認識の程度を示す「社会資本整備の効果

認知」．

表1 分配的公正感に関する各尺度と地方の公共投資

賛成度の平均値の地方・都市比較


地方 都市 t p
n=240 n=176


地方の公共投資賛成度 3.83 3.34 6.17*** <.001


地域inequity存在認知 2.95 2.70 3.25*** <.001

個人inequity存在認知 2.88 2.72 1.83 0.07

地域inequity解消動機 2.95 2.83 2.48** 0.01

個人inequity解消動機 2.69 2.70 -0.19 0.85

地域inequity解消意識 8.71 7.71 3.73*** <.001

個人inequity解消意識 7.79 7.32 1.72 0.09


地域inequality存在認知 3.19 2.80 4.99*** <.001

個人inequality存在認知 3.39 3.20 2.53** 0.01

地域inequality解消動機 2.62 2.26 4.46*** <.001

個人inequality解消動機 2.64 2.20 5.15*** <.001

地域inequality解消意識 8.50 6.38 6.08*** <.001

個人inequality解消意識 9.05 7.04 5.55*** <.001


地域need存在認知 4.09 3.99 1.41 0.16

個人need存在認知 4.16 3.96 2.69** 0.01

地域need解消動機 2.78 2.64 2.06* 0.04

個人need解消動機 2.80 2.67 1.92 0.06

地域need解消意識 11.43 10.68 2.02* 0.04

個人need解消意識 11.67 10.71 2.65* 0.01




４．結果

分配的公正感に関する各尺度と地方の公共投資賛成

度の平均値の地方・都市比較結果を表1に示す．表1よ

り，本研究の従属変数である「地方の公共投資賛成度」

に関して，都市では平均 3.34，地方では平均 3.83の値を

とっており，共に中位の 3を超える高い値をとっている

ことが示された．これは，「都市の居住者」「地方の居住

者」共に地方への公共投資に肯定的な態度を有している

傾向を示唆している．さらに平均値の差の検定から，そ

の傾向は，「地方の居住者」の方が有意に高いという考え

ることができる．次に「不公平の存在認知」に関しては ，

needの存在認知において，都市・地方共に比較的高い値

を示した．これは，「都市の居住者」「地方の居住者」共

に，地方に社会資本整備が不足していると感じているこ

とを示唆している．また，「不公平の解消動機」に関して

も，needの解消動機が都市・地方共に，比較的高い値を

示した．このことから，「都市の居住者」「地方の居住者」

共に，社会資本がなくて困っている地域・社会資本を痛

切に臨んでいる地域に優先的に公共投資を行うべきと考

える傾向を有していると考えられる．

次に，地方の社会資本整備に対する人々の態度に影響

を与える要因について探索的に検討することを目的に，

「地方の公共投資賛成度」を従属変数として，「都市」「地

方」のそれぞれ居住するサンプルを対象に，前章で述べ

た6つの不公平の解消意識とその他の心理要因を説明変

数とする回帰分析を，ステップワイズ法に基づいて行っ

た．その結果を表2に示す．

表2 地方の公共投資賛成度についての

ステップワイズ法に基づく回帰分析結果


地方居住者 非標準化係数 標準化係数 t
地域need解消意識 0.06 0.27 4.35
地域inequality解消意識 0.03 0.14 2.21


東京人口集中問題の認知 0.16 0.20 3.45
社会資本整備の効果認知 0.16 0.18 2.96
(定数) 2.10 - 11.09

adjustedR2 = .286, n =240


都市居住者 非標準化係数 標準化係数 t
個人need解消意識 0.08 0.36 5.82
地域inequity解消意識 0.10 0.31 4.97


地方衰退の自己責任認知 -0.23 -0.19 -3.17
公共事業への信頼 0.18 0.15 2.50
地方に対する経済以外の価値認知 0.21 0.15

2.26
将来の見通し可能性 0.13 0.12 1.99
(定数) 1.57 - 3.65

adjustedR2 = .458, n =176


これらの結果から，まず，地方においても都市におい

ても，いくつかの不公平の解消意識が，地方の公共投資

賛否に影響を及ぼしていることが示されたが，その種類

には共通するものがなく，地方と都市においてそれぞれ

異なる種類の公正感が配慮されていることが示された．

まず，地方においては，地域 need解消意識と地域

inequality解消動機が有意な影響を及ぼしている結果が

示された．すなわち，公共投資を臨んでいる地域にこそ

公共投資を行うべきだと考える needの分配的公正感を

強く持ち，しかも，都市ではなく地方にこそ公共投資が

必要であると考えている地方居住者程，地方の公共投資

を支持していることが，そして，地方の公共投資が不平

等に少ないと考え，かつ，それを解消すべきだと考えて

いる地方居住者ほど，地方の公共投資を支持するという

結果が示された．

一方，都市部においては，これらの地域needや地域

inequalityに対する配慮は，地方の公共投資の支持には影

響を及ぼさない，という結果となった．その代わり，有

意な係数を持ったのは，個人need解消意識と地域 inequity
解消意識であった．すなわち，地方において公共投資が

少なくて困っている人々がおり，しかも，そういう問題

を解消すべきだ，と考えているほど，地方の公共投資を

支持するという結果であった．また，地域 inequityにつ

いては，より重要な地域に集中的に公共投資をすべきだ

と考えており，かつ，地方が重要だと考えている傾向が

強いほど，地方の公共投資を支持するという結果となっ

た．なお，地域 inequity解消意識は，都市の人々の方が

地方の人々よりもより小さな水準となっている結果とな

ったのだが，これは，地方よりも都市の方が重要な地域

であると考える人々の割合が，都市居住者の方が高かっ

たためである．この点を踏まえると，この結果は，都市

が重要だと考えている人々が，地方の公共投資を支持し

ないという逆の傾向を反映して得られた結果であるとの

解釈が成立しうるものである．

さて，以上の結果は，いくつかの重要な示唆を持って

いる．

第一に，地方か都市のいずれかに有意な影響を持って

いた4つの不公平解消意識の内，実に 3つが個人に関す

るものではなく「地域」に関するものであった，という

点である．この結果は，人々が地域間の公共投資の格差

問題を考える際に配慮する分配的公正は，必ずしもミク

ロなレベルの「個人間」の問題として捉えられているの

ではなく，マクロなレベルの「地域間」の問題として捉

えられている事を示唆するものである．この結果は，本

研究の事前想定を支持する結果であると言える．

第二に，最も大きな標準化係数を持っていた変数は，

地方においては地域 need解消意識であり，都市において

は個人 need解消動機であったという点から，equity,
equality , needという3つの公正感の中でもとりわけ大き



な影響を及ぼしている公正感は，needであるという点を ，

重要な含意として指摘できる．すなわち，平等性や平衡

性よりもむしろ，「困っている人や地域があれば，公共投

資を行って助けるべきだ」という need（必要性）の公正

判断こそが，地方の公共投資の推進を支持せしめる最も

重要な公正心理だという可能性が示唆されたのである．

第三に，地方部居住者と都市居住者で，配慮する公正

感の種別が異なる，という点である．地方居住者は，地

域としての必要性の満足と，地域間の不平等の解消に配

慮している一方で，都市居住者は，個人感の不平等の解

消と，より重要な地域に対する集中投資の必要性に配慮

している様子が浮かび上がった．ここで，現状の公共投

資の総額の都市地方間に不均衡が存在していることを前

提とすれば，地域の必要性に配慮し，かつ，地域間の不

平等の解消に配慮すれば，必然的に，地方に公共投資を

進めるという帰結を得られることとなる．この点を踏ま

えるなら，地方居住者が，これら２つの分配的公正感に

配慮しているのは，しばしば公正心理学研究で指摘され

ている，自らにとってより有利な結果を導くために，重

視する公正感の種別を選択している，という傾向 4)を反

映したものである可能性が考えられる．一方，既に上記

に指摘したように，都市が地方よりも重要な地域である

ということを前提とするならば，地域 inequityに配慮す

れば，必然的に都市に公共投資を行い，地方には公共投

資を行わないという帰結が得られることとなる．それ故，

都市居住者が，この公正感に配慮しているという結果も

また，自らにとってより有利な種別の公正感を選択的に

利用している，という傾向を意味するものとも考えられ

る．

ただし，都市居住者が「個人 need解消」に対して配慮

しているという結果は，上記のような利己的な公正感選

択の仮説では必ずしも説明することができない結果であ

る．それ故，以上に得られた結果の全てを，各人の利己

性に基づいて説明することは困難であると考えられる．

なお，以上に述べた公正感に関わる変数以外の変数に

ついても，いくつかの有意な結果が示されている．まず，

地方居住者は，東京への一極集中が問題であると考え，

かつ，社会資本整備は地域活性化の効果的な手法である

と考える程，地方の公共投資を支持する傾向にあること

が示された．一方，都市居住者については，地方の衰退

は，地方の自己責任であると考えていれば，地方の公共

投資は不要であると考える傾向が強くなる一方，公共事

業を行う行政は信頼できると考え，地方には経済を越え

た存在価値があると考えていれば，地方の公共投資が必

要であると考える傾向が強くなることが示された．さら

に，将来を容易に安定的に見通すことができる，と考え

ている人は，地方の公共投資を支持する傾向にあること

も示された．

５．結論

本研究では，地方の社会資本整備の議論において重要

と考えられる「公平性」に関して，社会心理学における

公平性に着目し，社会資本の受け手である一般の人々の

「地方の公共投資」への賛否意識の形成にかかる心理的

要因を分析した．その結果，地方と都市の間に種々の相

違は観られるものの，地方と都市とに関わらず，人々は

共通して，社会資本整備の評価において，「効率性」だけ

でなく「公平性」，さらには，困っているところ，痛切に

望んでいるところに配分するという need(必要性)の視点

を重視している様子が浮かびあがった．さらには個人だ

けではなく，地域を一つの単位として公平性の議論を考

えている傾向も示唆された．こうした結果を踏まえるな

らば，地方部における公共投資のあり方を行政的，地域・

国土計画的に考える上でも，公平性の論点，その中でも

とりわけneedの視点や，（過度に市場理論に頼るような

個人のみを主体とする公平性の議論ではない）地域を一

個の実態・主体とみなした公平性の議論を進めていくこ

とが重要なのだと言うことが可能となるものと思われ

る．
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